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概要 
◇ 1996年度から2004年度までの年次別法人企業統計調査の調査

票情報のうち９回全て回収できた悉皆層（資本金10億円以上）の法
人データ3456社を擬似母集団としてシミュレーション 

 
◇ 評価するサンプリング方法・推計方法は以下の５通りとして、1000

回のリサンプリングを行い、売上高、当期資産合計、営業利益等の
成長率、総計の期待値・標準誤差等を計算 

  １） t-1期とt期で標本を全て交替するサンプリング。通常の総和の 
    比の考え方で成長率を計算 
  ２） t-1期とt期で標本を半分交替するローテーションサンプリング。 
    通常の総和の比の考え方で成長率を計算 
  ３） t-1期とt期で標本を交替しないサンプリング。通常の総和の比 
    の考え方で成長率を計算 
  ４） t期調査でt-1期分とt期分の両方を回答してもらう調査方式で 
    t-1期分調査とt期分調査では全て標本を交替するサンプリング。 
    通常の総和の比の考え方で成長率を計算。総計は初期値から 
    成長率を連鎖することで推定 
  ５） t期調査でt-1期分とt期分の両方を回答してもらう調査方式で 
    t-1期分調査とt期分調査では全て標本を交替するサンプリング。 
    Trans-Log指数の考え方で成長率を計算。総計は初期値から成 
    長率を連鎖することで推定 
 
◇ 売上高の成長率について、１）の標準誤差に対し、２）は２／３に減

少、同じく１）に対し３）～５）では1／10に縮小 
 
◇ 売上高の総計について、１）～３）の手法に比べ４）、５）は初期値

年から５年経過しても標準誤差は小さい。しかし営業利益の総計に
ついては５年経過すると１）～３）と４）、５）の標準誤差の差はなくな
る。 
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要 旨

法人企業統計調査において，計数値の総計とその成長率を推定するいくつかの方法を，疑似
母集団を使ったシミュレーションにより比較した．従来の方法は，原則として標本全体を毎年
交替し，各年の計数値の総計を求めた上で成長率を推定する方法である．これに対し標本の半
分を順次交替していく標本ローテーションを行うと，成長率の推定量は，従来の方法に比べ標
準誤差が 2/3程度となることが示された．さらに，標本は全て交替するとしても，標本からま
ず成長率を推定した上で総計を推定する方が，総計の標準誤差については従来の 1/10から 1/3,

成長率の標準誤差については 1/10程度になることが示された．

キーワード： 標本ローテーション，成長率．

1. 本稿の目的

1.1 はじめに
法人企業統計は，指定統計として我が国の法人企業に関する調査統計の中心を占めてきた．

平成 20年度からは金融・保険業を追加することによって産業の網羅性がさらに高まったこと，
企業規模を大から小までとるカバレッジの高さもこの統計の重要性を裏づけている．そのため
景気の状況，産業構造の変化などをこの統計によって見る向きが多く，内閣府の発表するGDP

統計の基礎統計の一つとしても重要な役割を果たしている．しかしまたこの統計が重要なるが
故に，標本取り替えにまつわるいわゆる時系列値の変化の上ブレ，下ブレ，時系列の断層が長
年指摘されてきたことも事実である（社会工学研究所，1976）．サンプリングバイアスに絡むこ
の課題は，おそらく一朝一夕に解決できるものではなく，調査統計全般にかかわる根深いもの
と言えるかもしれない．
我々は，この法人企業統計の個票に基づいて，いろいろな角度からこの断層問題に取り組ん

でみたい．本論文はその第一段階として，とりあえずひな形の疑似的母集団を作成して，いく
つかの推定方法を比較してみることにする．特に平成 21年度からは，標本抽出の方法としてい
わゆるローテーション抽出法が採用されようとしている．そこで吟味する方法の中にこのロー
テーション抽出法も含めることとしたい．
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1.2 本稿の目的
法人企業統計調査には，年度の決算計数を調べる年次別調査と，四半期ごとの仮決算計数を

調べる四半期別調査とがある．本稿では季節変動などノイズが少ない年次別調査に焦点を絞る
ことにする．
母集団 U に含まれる法人企業 iの t期の計数値を xi,t とする．またその総計をXt =

∑
i∈U xi,t

とする．このとき調査の目的は大きく二つある．一つは t 期の総計 Xt を推定することであり，
もう一つはその成長率

(1.1) Gt−1,t = logXt − logXt−1

を推定することである．もちろん Xt と Gt−1,t の両者は密接に関連しており，最終的には両者
を推定することになるとしても，調査の重心をどちらに置くのかに応じて調査の設計や推定方
法は自ずと異なってくる（Duncan and Kalton, 1987）．本稿では調査の重心を Xt の推定に置く
方法を“従来の方法”と呼び，Gt−1,t の推定に置く方法を“指数型の方法”と呼ぶ．
従来の方法による現行の法人企業統計調査では，標本を毎年抽出し直し，t 期の標本 St に

よって Xt を推定する．成長率は，この X̂t と前年の標本 St−1 による推定値 X̂t−1 を用いて

(1.2) Ĝt−1,t = log X̂t − log X̂t−1 = log

(∑
i∈St

wixi,t

)
− log

( ∑
i∈St−1

wixi,t−1

)

と推定する．ただし wi は標本抽出デザイン等を反映した推定用のウェイトである．あくまで
も総計 Xt の推定が第一の目的であり，成長率 Gt−1,t の推定は二義的である．さらに現行の標
本設計では，企業の負担を考慮し，t 期の標本 St は原則として t − 1 期で標本とならなかった
企業から選んでいる．二期間で標本企業が重複しないため，Ĝt−1,t は大きな標本誤差を持つと
ともに，誤差は負の系列相関を持つと考えられる．
一方，指数型の方法であれば，t 期の標本 St に t − 1 期の計数値 xi,t−1 と t 期の計数値 xi,t

の両方を回答してもらい，そこからまず後述の方法で成長率 Gt−1,t を推定する．次に総計 Xt

を推定するには，t = 0 期に全数調査などを行い基準値を得ておく．これをベンチマークと呼
ぶ．t 期の総計 Xt は，t− 1 期の総計の推定値 X̂t−1 に，成長率の推定値 exp(Ĝt−1,t) を乗じる
ことで推定する．同一の標本を用いて Ĝt−1,t を求めるので，その標本誤差は従来の方法より
小さいと期待できる（Cochran, 1977）．反面，前期の総計 X̂t−1 が大きな誤差を含むと，X̂t も
その誤差を継承してしまう．またベンチマークとなる値が必要であるし，各法人企業にとって
は二期分の計数値を回答してもらうため負担が増える．なお，この指数型の方法を採用してい
る我が国の代表的な統計調査としては，経済産業省の商業動態統計調査がある．
従来の方法と指数型の方法の折衷案としては，従来の方法において標本を毎期全て入れ替え

るのではなく，その一部だけを順に入れ替えていく標本ローテーションがある（Patterson, 1950;

Eckler, 1955; Cochran, 1977; Sunter, 1977; Kish, 1987）．一部分は重複した標本によって Xt−1

と Xt を推定するため，毎回標本を抽出し直すよりも Ĝt−1,t の標本誤差は縮小すると期待でき
る．ただし各企業にとっては，数期にわたって調査が続くこととなり，現行の設計よりも負担
は重くなる．
調査を設計する際には，企業の負担とそれによって得られる精度とのバランスを見極める必

要がある．理論的には，成長率 Gt−1,t の推定が目的であれば，従来の方法よりも指数型の方法
の方が精度の面で優れていることは古くから知られている．また後述する Ĝt−1,t の標本ロー
テーションの下での分散の理論式は，土屋・吉岡（2008）が既に導いている．しかし X̂t に関し
てはどちらの方法がより優れているのか直ちに明らかではない．また現実の調査で採用する手
法を決定するには，シミュレーションなどを通じて各手法の性質に関して経験を積み重ねてお
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く必要がある．そこで本稿ではシミュレーションを通じて，両型の得失と標本ローテーション
の効果を明らかにする．特に指数型の方法と，標本ローテーションを取り入れた従来の方法は，
いずれも現行の設計よりも企業の負担が増すことになる．それによって得られる精度の向上が
どの程度なのか比較検討する．シミュレーションとはいえ現実の調査データを基にするので，
仮に調査の設計を変更したとき，推定値がどの程度改善するのか有益な示唆が得られよう．

2. シミュレーションの方法

2.1 シミュレーションに用いるデータ
1996年度から 2004年度までの年次別法人企業統計調査を用いる．この 9回全てで回収でき

た法人を疑似母集団 U とする．ただし 9回全ての調査で資本金が 10億円以上であった法人に
限定し，法人のパネル化は法人番号により行う．また法人番号が同じでも，企業の分割により
大きな断層が生じている 1社を除く．疑似母集団法人数は N = 3,456 となる．
資本金を 10億円以上に限定したのは，法人のパネル化を行うためである．現実の法人企業統

計調査では資本金 10億円未満を標本抽出としているが，標本抽出を行っているがゆえにパネ
ル化は不可能である．また実際には業種による層化を行っているが，今回のシミュレーション
では層化抽出は行わない．企業の業種変更に伴う推定方法の問題とも絡み，問題が複雑となっ
てしまうからである．
対象項目は，当期資産合計，当期資本金，売上高，売上原価，販売費，営業外収益，営業外

費用，従業員数，従業員給与とする．これらの項目は法人企業の実態ある活動を金額などで評
価した数値で，負の値は生じないからである．他方，差で求められる営業利益や当期純利益な
どは企業活動の結果を評価する数値で，負の値をとりうる．これらの項目の成長率を直接推定
することは不自然である．そこで売上高や費用等の総計を推定し，それらを基に推定値を求め
ることとする．

2.2 標本抽出と推定の方法
本稿では，従来の方法では三種類の標本抽出法を試み，指数型の方法では二つの推定の方法

を試みる．つまり全部で五つの方法を比較する．この五つは本節の最後に簡潔にまとめてある．
まず従来の方法である．t 期の標本を St とすると，St の抽出法として以下の三種類を考え

る．第一の抽出法では，母集団 U から t− 1 期の標本 St−1 を除いた企業 U − St−1 の中から n

社を非復元単純無作為抽出する．これは現行の方法であり，本稿では“従来型”と呼ぶ．第二
の抽出法では，St−1 の半分の n/2 社を t 期にも継続し，n/2 社を U − St−1 の中から非復元単
純無作為抽出する．どの企業も 2期継続して標本となる．最初に t = 0 期から t = 1 期へ継続
する n/2 社は S0 の中から非復元単純無作為抽出により選ぶ．Wolter（1979）はこれを one-level

ローテーション抽出法と呼んでいるが，本稿では単に“ローテーション型”と呼ぶ．第三の抽
出法は，t =0 期に非復元単純無作為抽出した標本 S0 を全期にわたり標本とし続けるものであ
り，“固定型”と呼ぶ．
従来の方法では，どの抽出法を用いるにせよ，t 期の総計 Xt は t 期の標本 St を用いて次式

で推定する．

(2.1) X̂
[m]
t =

N

n

∑
i∈St

xi,t, t= 0, . . . ,T
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ただし m =1,2,3は上記の標本抽出法の種類を順に表す．また成長率 Gt−1,t は次式で推定する．

(2.2) Ĝ
[m]
t−1,t = log X̂

[m]
t − log X̂

[m]
t−1 = log

⎛
⎜⎝

∑
i∈St

xi,t∑
i∈St−1

xi,t−1

⎞
⎟⎠ , t =1, . . . ,T

標本サイズ n が十分大きいとき，Ĝ
[m]
t−1,t の分散は次式で近似できる（土屋・吉岡，2008）．

(2.3) V (Ĝ
[m]
t−1,t)≈ (1 − f)

1

n

{(
σt−1

µt−1

)2

+

(
σt

µt

)2
}

− 2
(nc

n
− f
) 1

n
ρt−1,t

(
σt−1

µt−1

)(
σt

µt

)

ただし f = n/N は抽出率であり，nc は継続標本のサイズである．従来型では nc =0，ローテー
ション型では nc =n/2，固定型では nc = n となる．σt/µt は t 期の変動係数であり，ρt−1,t は
t − 1 期と t 期の相関係数である．
次は指数型の方法である．標本の抽出方法は上記の“従来型”のみとする．すなわち標本は

毎期全て交替する．標本企業に t − 1 期と t 期の計数値を同時に回答してもらうため，標本
のローテーションを行うと情報が重複し，企業に負担をかけることとなるからである．なお
Wolter（1979）は，二期分の計数値を同時に回答してもらう方法を two-levelデザインと呼んで
いる．本稿では，まず成長率 Gt−1,t を次式で推定する方法を“金額指数型”と呼ぶ．

(2.4) Ĝ
[4]
t−1,t = log

⎛
⎝
∑

i∈St

xi,t∑
i∈St

xi,t−1

⎞
⎠ , t =1, . . . ,T

（2.2）式とは異なり，比の分子・分母ともに同一の標本 St を用いる．Ĝ
[4]
t−1,t の分散 V (Ĝ

[4]
t−1,t)

は，nc =n とした（2.3）式である．
また次式で推定する方法を“Trans-log指数型”と呼ぶ．

(2.5) Ĝ
[5]
t−1,t =

∑
i∈St

φi,t log
xi,t

xi,t−1

ただし

(2.6) φi,t =
1

2

⎛
⎝ xi,t∑

i∈St

xi,t

+
xi,t−1∑
i∈St

xi,t−1

⎞
⎠

である．これはディヴィジア指数の離散近似として Trans-log指数を用いたものである（Diewert,

1976）．

(2.7)
∑
i∈St

φi,t
d logxi,t

dt
≈
∑
i∈St

φi,t log
xi,t

xi,t−1

なお xi,t = 0 あるいは xi,t−1 = 0 となる法人 i は除外して計算する．Ĝ
[5]
t−1,t の分散 V (Ĝ

[5]
t−1,t)

は次式で近似できる．

(2.8) V (Ĝ
[5]
t−1,t)≈N2(1 − f)

1

n(N − 1)

∑
U

(
zi − 1

N

∑
U

zi

)2

ただし

(2.9) zi =
1

2Xt

(
xi,t log

xi,t

xi,t−1
− X̌t

Xt
xi,t

)
+

1

2Xt−1

(
xi,t−1 log

xi,t

xi,t−1
− X̌t−1

Xt−1
xi,t−1

)
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であり，

(2.10) X̌t =
∑

U
xi,t log

xi,t

xi,t−1
, X̌t−1 =

∑
U

xi,t−1 log
xi,t

xi,t−1

である．
金額指数型と Trans-log指数型のいずれについても，総計 Xt は t= 0 期の総計 X0 をベンチ

マークとし，これに成長率の推定値を乗じることで推定する．

X̂
[4]
t = X0 exp(Ĝ

[4]
0,1) · · ·exp(Ĝ

[4]
t−1,t)= X0 exp

(
t∑

t′=1

Ĝ
[4]
t′−1,t′

)
, t= 1, . . . ,T(2.11)

X̂
[5]
t = X0 exp(Ĝ

[5]
0,1) · · ·exp(Ĝ

[5]
t−1,t)= X0 exp

(
t∑

t′=1

Ĝ
[5]

t′−1,t′

)
, t= 1, . . . ,T(2.12)

以上の五つの型を以下に整理しておく．

（1）従来型　　　　　：t − 1 期と t 期で標本を完全に交替する従来の方法
（2）ローテーション型：t − 1 期と t 期で標本の半分を重複させる従来の方法
（3）固定型　　　　　：t − 1 期と t 期で同一の標本を用いる従来の方法
（4）金額指数型　　　：t − 1 期と t 期で標本を完全に交替する指数型の方法
（5）Trans-log指数型　　　　　　　　：t − 1 期と t 期で標本を完全に交替する指数型の方法

2.3 シミュレーションの方法
まず 1996年度を t =0 期のベンチマークとし，9項目について上記五つの型をそれぞれ用い

て各年度の Xt と Gt−1,t を推定した．また営業利益と経常利益の Xt を以下により推定した．

営業利益 = 売上高−売上原価 −販売費(2.13)

経常利益 = 営業利益 +営業外収益 −営業外費用(2.14)

さらに総計の推定値の誤差 εt = X̂t − Xt および成長率の推定値の誤差 ut = Ĝt−1,t − Gt−1,t も
求めた．この作業を 2004年度まで行うことで 1回のシミュレーションとする．シミュレーショ
ンを 1,000 回独立に繰り返し，1,000 個の X̂t と Ĝt−1,t の平均と標準偏差を求めた．なおシ
ミュレーションでは，抽出率 f = n/N として f = .50，.30，.10，.01 の四種類を試みた．結果
はいずれも同様の傾向を示したので，以下では基本的に f = .30 だけを取り上げる．すなわち
n = fN = .30 × 3,456 = 1,036 である．

3. 結果

3.1 成長率の比較
まず図 1は，9項目のうち売上高と当期資産合計，従業員数の成長率の推定値 Ĝt−1,t の分布

を箱ヒゲ図で示したものである．各図を横切る折れ線は，疑似母集団 N = 3,456 を用いて求め
た真の成長率である．図に示していない 6項目についても，結果は同様であったので詳細は割
愛する．なお成長率については，固定型と金額指数型の推定量は等しい．
いずれの型も，1,000回の繰り返しの平均，すなわち Ĝt−1,t の期待値の推定値は真値に近く，

成長率の推定値に偏りはないと考えてよい．このことは，売上高に関する結果をまとめた表 1

からも分かる．
1,000回の繰り返しの標準偏差すなわち標準誤差の推定値は，売上高・当期資産合計・従業

員数のいずれについても，従来型よりローテーション型の方が若干小さい．しかし固定型や二
つの指数型はさらに小さくなっている．表 1に示す売上高を例とすると，従来型の標準誤差は
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図 1. 成長率の推定値の分布．
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表 1. 売上高の成長率と総計の推定値（期待値および標準誤差）．

.158∼ .211 であるのに対し，ローテーション型は .116∼ .142 と 2/3程度に減っている．さらに
固定型や指数型では .008∼ .024であり，従来型の 1/10以下にまで縮小している．

3.2 総計の比較
次は総計の推定値 X̂t の比較である．図 2に売上高・当期資産合計・従業員数の総計の推定

値を箱ヒゲ図で示す．従来型・ローテーション型・固定型の三つの従来の方法では，総計の推
定値は等しくなる．
五つの型のいずれも偏りは見られない．表 1に示す売上高の結果でもこのことは確認できる．

標準誤差は，三つの従来の方法に比べ，二つの指数型の方法の方が明らかに小さい．指数型の
方法では，ベンチマークとした 1996年度から年を経るにしたがい推定量の標準誤差は若干拡
大するが，8年を経た 2004年度であっても，従来の方法より標準誤差はかなり小さい．具体的
にどの程度小さいのかを見るため，売上高について従来型の標準誤差に対する金額指数型の標
準誤差の比を求めたものが表 2である．表 2には f = .30 の結果だけでなく，他の抽出率の結
果も示した．例えば 1997年における f = .30 の 7.4％とは，表 1に示される従来型の標準誤差
56,130,970 に対する金額指数型の標準誤差 4,166,619 の比である．抽出率によらず，1997年時
点では指数型の方法の標準誤差は従来の方法の 1/10より小さい．2004年であっても，指数型
の方法は従来の方法の三割程度の標準誤差となっている．なお標準誤差率にすると，表 1によ
れば従来の方法は 9％から 12％程度であるのに対し，指数型の方法は 1％から 4％程度である．
図 3は，営業利益の総計の推定値 X̂t である．前述のとおり，この値はまず売上高，売上原

価，販売費の総計を推定し，そこから求めたものである．三つの従来の方法と二つの指数型の
方法との間の差は，図 2に示す三つの項目ほどは大きくない．ベンチマークの年である 1996

年から 5年後の 2001年頃までは指数型の方法の方が標準誤差は小さい．しかし 2002年頃以降
は，従来の方法と指数型の方法の差はほとんどないと言ってよい．なお経常利益についても同
様の傾向が認められた．すなわちベンチマークの年に近いほど指数型の方法の方が標準誤差は
小さいが，年を経るに従って指数型の方法の標準誤差は拡大し，2002年頃以降は従来の方法と
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図 2. 総計の推定値の分布．
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表 2. 売上高総計の推定量の標準誤差比較（従来型の標準誤差に対する金額指数型の標準誤差
の比）．

図 3. 推定値の分布（営業利益の総計）．

の差は見られなくなる．したがって指数型の方法によって合計額を推定するときには，例えば
5年間など適度な短い期間でベンチマークをとる必要がある．

3.3 誤差の比較
最後は誤差の比較である．図 4の上段は，売上高の成長率の推定値 Ĝt−1,t について，一期

前の誤差 ut−1 = Ĝt−2,t−1 −Gt−2,t−1 を横軸，当該期の誤差 ut = Ĝt−1,t −Gt−1,t を縦軸として，
t =1998 年度から 2004年度までの 7年分を重ねてプロットし，さらにそれを 1,000回のシミュ
レーションのうち 200回分について重ねたものである．
従来型では明らかに負の系列相関が認められる．すなわち，ある年の成長率が過大に推定さ

れれば，翌年の成長率は過小に推定される．ローテーション型や金額指数型，Trans-log指数型
では系列相関が 0に近く，この傾向は緩和される．
図 4の下段は，売上高総計の推定値 X̂t について，成長率のときと同様に誤差 εt = X̂t − Xt

をプロットしたものである．従来型では負の系列相関があり，ある年で推定値が過大となれば
翌年は過小となる．固定型では正の高い系列相関があり，推定値がいったん過大となればその
後も過大であり続けることになる．規模の大きな企業が選ばれれば，その後も継続してしまう
のである．つまり固定型は，成長率の推定に関しては指数型と同様の性質を持つ．しかし総計
の推定に関しては，最初に選ばれた標本に依存しすぎてしまう点が限界と言える．指数型の方
法でも系列相関は正であるが，そもそも誤差自体が固定型よりもかなり小さい．
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図 4. 成長率と総計の推定値の誤差（売上高）．

4. まとめと今後の課題

得られた結果を以下に箇条書きの形でまとめる．

（1）五つの型のいずれについても，標本サイズが十分に大きかった今回のシミュレーション
では，成長率と総計の推定値に偏りはないと考えてよい．

（2）成長率 G については，ローテーション型とすることで標準誤差を従来型の 2/3程度に
小さくすることができる．さらに指数型の方法では，1/10以下とすることができる．

（3）総計 X については，指数型の方法を採用することで標準誤差を従来の方法よりも小さ
くすることができる．ただし指数型の方法では，ベンチマーク年から時間を経るにつれ
標準誤差は大きくなるので，従来の方法に比べた縮小の程度は年によって異なる．ベン
チマーク年の翌年は 1/10未満であるが，8年を経ると 1/3程度となる．

（4）営業利益など他の項目の推定値から総計を求める項目については，ベンチマーク年から
5年程度の間は，従来の方法よりも指数型の方法の方が標準誤差は小さい．しかしその
後は従来の方法と指数型の方法は同程度となる．

（5）従来型では成長率 G の誤差に負の相関が見られる．

本稿の実験は，成長率の新たな推定方法を提案するための第一歩に過ぎない．本稿で試みた
推定方法を実用化するまでには少なくともまだ以下の諸課題が残されている．まず現実の母集
団は固定されていない．法人企業の参入・退出がある．同一企業の資本金規模や業種が移動す
ることも少なくない．また実験に当たってはパネル化が可能な資本金 10億円以上の企業を疑
似母集団としたが，現実に標本調査の対象とするのは資本金 10億円未満の企業である．10億
円未満の企業であっても t − 1 期と t 期の相関係数 ρt−1,t は非常に高いと推測される．した
がって（2.3）式に示す推定量の分散式に鑑みれば，成長率の推定において指数型の方法の方が従
来の方法よりも誤差が小さいという本稿の結論は，10億円未満の企業に対しても当てはまると
考えられる．しかし誤差がどの程度小さくなるのかは不明である．さらに今回は年次別調査の
データを用いたが，四半期別調査のデータを用いた実験も必要である．
特別損益など 0が多い項目の扱い方についても検討が求められる．本稿では Trans-log指数

型において xi,t =0 あるいは xi,t−1 =0 となる法人は除外したが，除外する法人が多いときの影
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響は明らかではない．また仮に調査の重心を，本稿で試みた指数型の方法に移すとすれば，ベ
ンチマークが不可欠である．当然，全数調査であっても例えば無回答などの非標本誤差は生じ
る．ベンチマークが誤差を含めば，指数型の方法では総計の推定に影響を与えることになる．
いつ，どのような方法で全数調査を行うのかが課題となる．なおベンチマークの作成に当たっ
ては，2009年 7月の基礎調査を端緒とする経済センサスが一定の役割を果たすものと期待さ
れる．
さらに指数型の方法では，各法人企業には現在の一期分に加え，もう一期分の計数値の記入

も求めることとなる．プレプリントが一つの有効な対処法であるが，それでも各法人企業の負
担増は否めない．
これらの点に関して今後の方向性を判断する一つの材料は，内閣府と財務省が共同で実施し

ている法人企業景気予測調査から得られるかもしれない．数期前からの計数値を併記してもら
う調査票を既に採用しているが，推定自体は“従来の方法”を用いているからである．指数型
の方法を試みることで有用な示唆が得られるものと考えられる．
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A Comparison of Estimators for the Survey of Corporation Statistics
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Several methods for estimating both population totals and their growth rates were
compared by simulation with microdata from a survey of corporation statistics as a pseudo
population. The conventional survey design basically replaces the whole samples with a
new one, and the growth rates are estimated from the estimates of population totals
of each year. The simulation study revealed that the rotating design, in which half the
sample is kept in the panel until the next year, reduces standard errors of growth rates
by almost two thirds that of the conventional design. The study also indicated that the
estimating strategy, in which the growth rates are first estimated and then secondly used
for estimating the population totals, decreases standard errors of population totals by one
tenth to one third and growth rates by one tenth of the conventional design even if all
the sample is replaced annually.
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